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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ①

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 733,424 672,990

一般会計 経済産業本省 1,478,864 2,785,326

一般会計 経済産業本省 2,146,084 1,000,000

一般会計 経済産業本省 2,045,000 4,030,000

東日本大震災復
興特別会計

20,207,531 19,747,159

東日本大震災復
興特別会計

③ ＜ 6,017,343 ＞ の内数 ＜ 6,855,696 ＞ の内数

東日本大震災復
興特別会計

④ ＜ 2,273,000 ＞ の内数 ＜ 950,196 ＞ の内数

東日本大震災復
興特別会計

⑦ ＜ 400,000 ＞ の内数 ＜ 200,773 ＞ の内数

東日本大震災復
興特別会計

⑦ ＜ 917,017 ＞ の内数 ＜ 1,101,738 ＞ の内数

6,403,372 8,488,316

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

20,207,531 19,747,159

＜ 9,607,360 ＞ の内数 ＜ 9,108,403 ＞ の内数

一般会計 経済産業本省 1,900,000 2,027,240

東日本大震災復
興特別会計

⑦ ＜ 184,736 ＞ の内数 ＜ 298,288 ＞ の内数

1,900,000 2,027,240

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 184,736 ＞ の内数 ＜ 298,288 ＞ の内数

8,303,372 10,515,556

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

20,207,531 19,747,159

＜ 9,792,096 ＞ の内数 ＜ 9,406,691 ＞ の内数

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

経済構造改革推進費 経済構造改革の推進に必要な経費

経済構造改革推進費
中小企業の経済構造改革の推進に必
要な経費

東日本大震災復興独立行政法人
中小企業基盤整備機構運営費

東日本大震災復興に係る独立行政法
人中小企業基盤整備機構運営費交付

地域経済の発展に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

産業技術・環境・産業標準政策の研
究開発等に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

情報処理の促進及びサービス・製造
産業の振興に必要な経費

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価調書（個別票）

Ⅰ．経済構造改革の推進及び地域経済の発展 (千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
６年度

当初予算額
７年度

概算要求額

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人経済産業研究所運
営費

独立行政法人経済産業研究所運営費
交付金に必要な経費

小　計

地域経済政策推進費
中小企業の地域経済の発展に必要な
経費

工業用水道事業費 工業用水道事業に必要な経費

小　計

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

中小企業政策の推進に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興事業費

中小企業政策の推進に必要な経費
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ②

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 4,975,959 4,694,577

一般会計 経済産業本省 7,017,949 8,026,594

一般会計 経済産業本省 2,948,344 6,859,153

一般会計 経済産業本省 1,051,126 734,793

15,993,378 20,315,117

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計 経済産業本省 26,220,392 30,868,338

一般会計 経済産業本省 30,637

26,220,392 30,898,975

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

42,213,770 51,214,092

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

合　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

対外経済政策推進費
経済協力に係る対外経済関係の円滑
な発展に必要な経費

対外経済政策推進費
中小企業の対外経済関係の円滑な発
展に必要な経費

対外経済政策推進費
対外経済関係の円滑な発展に必要な
経費

対外経済政策推進費
対外経済関係の円滑な発展に係る研
究開発等に必要な経費

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人日本貿易振興機構
運営費

独立行政法人日本貿易振興機構運営
費交付金に必要な経費

独立行政法人日本貿易振興機構
施設整備費

独立行政法人日本貿易振興機構施設
整備に必要な経費

小　計

(千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
６年度

当初予算額
７年度

概算要求額

小　計

Ⅱ．対外経済関係の円滑な発展

一般会計

特別会計
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ③

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 4,258,813 17,309,363

一般会計 経済産業本省 192,085 1,153,833

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 5,208,618 ＞ の内数 ＜ 5,627,130 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 366,011,851 ＞ の内数 ＜ 795,171,851 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

⑥ ＜ 56,309,984 ＞ の内数 ＜ 82,890,000 ＞ の内数

特許特別会計 51,928,325 54,463,688

特許特別会計 36,832,501 33,919,281

東日本大震災復
興特別会計

① ＜ 6,017,343 ＞ の内数 ＜ 6,855,696 ＞ の内数

4,450,898 18,463,196

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

88,760,826 88,382,969

＜ 433,547,796 ＞ の内数 ＜ 890,544,677 ＞ の内数

一般会計 経済産業本省 16,942 17,327

一般会計 経済産業本省 3,400,000

一般会計 経済産業本省 65,000,661 67,871,374

一般会計 経済産業本省 1,000,000

一般会計 経済産業本省 12,556,204 14,053,401

一般会計 経済産業本省 7,720,571 8,159,374

一般会計 経済産業本省 600,000

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 129,242,025 ＞ の内数 ＜ 125,997,821 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 41,000,000 ＞ の内数 ＜ 40,000,000 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 56,309,984 ＞ の内数 ＜ 8,289,000 ＞ の内数

独立行政法人製品評価技術基盤機構
施設整備に必要な経費

事務取扱費
工業所有権の審査審判等の処理促進
に必要な経費

政策評価の対象と
なっているもの

小　計

特別会計

国立研究開発法人日本原子力研
究開発機構出資

国立研究開発法人日本原子力研究開
発機構出資に必要な経費

国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構運

国立研究開発法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構運営費交付金に

独立行政法人製品評価技術基盤
機構運営費

国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構運
営費

国立研究開発法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構運営費交付金に
必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構運
営費

脱炭素成長型経済構造移行推進に係
る国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構運営費交付金
に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
電源開発促進勘定へ繰入

脱炭素成長型経済構造移行費用の財
源の電源開発促進勘定へ繰入れに必
要な経費

一般会計

国立研究開発法人産業技術総合
研究所運営費

国立研究開発法人産業技術総合研究
所運営費交付金に必要な経費

国立研究開発法人産業技術総合
研究所施設整備費

国立研究開発法人産業技術総合研究
所施設整備に必要な経費

登録免許税納付確認等事務費特
許特別会計へ繰入

登録免許税納付確認等事務の財源の
特許特別会計へ繰入れに必要な経費

独立行政法人製品評価技術基盤機構
運営費交付金に必要な経費

独立行政法人製品評価技術基盤
機構施設整備費

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
６年度

当初予算額
７年度

概算要求額

Ⅲ．イノベーション政策の推進並びに産業標準の整備及び普及 (千円）

予算科目

産業技術・環境・産業標準政策
推進費

産業技術・環境・産業標準政策の研
究開発等に必要な経費

産業技術・環境・産業標準政策
推進費

中小企業の産業技術・環境・産業標
準政策の推進に必要な経費

事務取扱費 特許事務の機械化に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

産業技術・環境・産業標準政策の研
究開発等に必要な経費

エネルギー需給構造高度化対策
費

温暖化対策に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進に
必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進に
必要な経費
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エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 10,869 ＞ の内数 ＜ 20,620 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 59,548,280 ＞ の内数 ＜ 63,690,807 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 120,000,000 ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

特許特別会計 11,554,071 12,066,485

85,294,378 95,101,476

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

11,554,071 12,066,485

＜ 406,111,158 ＞ の内数 ＜ 237,998,248 ＞ の内数

89,745,276 113,564,672

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

100,314,897 100,449,454

＜ 839,658,954 ＞ の内数 ＜ 1,128,542,925 ＞ の内数

独立行政法人工業所有権情報・
研修館運営費

独立行政法人工業所有権情報・研修
館運営費交付金に必要な経費

特別会計

一般会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

小　計

合　計

特別会計

脱炭素成長型経済構造移行推進
公債事務取扱費一般会計へ繰入

一般会計

脱炭素成長型経済構造移行推進に係
る公債事務取扱費の財源の一般会計
へ繰入れに必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
国債整理基金特別会計へ繰入

脱炭素成長型経済構造移行推進に係
る国債整理基金特別会計へ繰入れに
必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
機構出資

脱炭素成長型経済構造移行推進機構
出資に必要な経費
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ④

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 20,569,320 47,946,945

一般会計 経済産業本省 9,116,217 10,048,048

一般会計 経済産業本省 28,961 1,233,456

一般会計 経済産業本省 2,880,289 3,556,256

一般会計 経済産業本省 120,125 120,125

東日本大震災復
興特別会計

① ＜ 2,273,000 ＞ の内数 ＜ 950,196 ＞ の内数

32,714,912 62,904,830

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,273,000 ＞ の内数 ＜ 950,196 ＞ の内数

一般会計 経済産業本省 4,947,490

一般会計 経済産業本省 15,941,874 12,526,058

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 36,408,382 ＞ の内数 ＜ 56,656,847 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 115,550,000 ＞ の内数 ＜ 52,900,000 ＞ の内数

15,941,874 17,473,548

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 151,958,382 ＞ の内数 ＜ 109,556,847 ＞ の内数

48,656,786 80,378,378

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 154,231,382 ＞ の内数 ＜ 110,507,043 ＞ の内数

情報処理・サービス・製造産業
振興費

中小企業電子経済産業省構築事業に
必要な経費

一般会計

特別会計

独立行政法人エネルギー・金属
鉱物資源機構運営費

独立行政法人エネルギー・金属鉱物
資源機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人エネルギー・金属
鉱物資源機構出資

独立行政法人エネルギー・金属鉱物
資源機構出資に必要な経費

合　計

一般会計

特別会計

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
６年度

当初予算額
７年度

概算要求額

一般会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人エネルギー・金属
鉱物資源機構運営費

独立行政法人エネルギー・金属鉱物
資源機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人情報処理推進機構
運営費

独立行政法人情報処理推進機構運営
費交付金に必要な経費

小　計

小　計

政策評価の対象と
なっているもの

情報処理・サービス・製造産業
振興費

情報処理の促進及びサービス・製造
産業の振興に係る研究開発等に必要
な経費

情報処理・サービス・製造産業
振興費

中小企業の情報処理の促進及びサー
ビス・製造産業の振興に必要な経費

情報処理・サービス・製造産業
振興費

特別会計

Ⅳ．情報処理の促進並びにサービス・製造産業の発展
(千円）

情報処理の促進及びサービス・製造
産業の振興に必要な経費

予算科目

情報処理の促進及びサービス・製造
産業の振興に必要な経費

情報処理・サービス・製造産業
振興費

電子経済産業省構築事業に必要な経
費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑤

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 2,446,439 4,056,895

一般会計 経済産業本省 300,000 1,462,300

2,746,439 5,519,195

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

2,746,439 5,519,195

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計

特別会計

産業保安確保費 産業保安の確保に必要な経費

産業保安確保費 中小企業の産業保安に必要な経費

小　計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

合　計

一般会計

特別会計

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
６年度

当初予算額
７年度

概算要求額

Ⅴ．産業保安・安全の確保
(千円）
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑥

会計 組織／勘定

一般会計
資源エネルギー
庁

733,177 601,052

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

276,751,933 277,766,436

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

58,677,492 80,240,635

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

49,091,724 83,057,338

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 5,208,618 ＞ の内数 ＜ 5,627,130 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 366,011,851 ＞ の内数 ＜ 795,171,851 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

156,911,278 163,909,488

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

14,703,570 11,949,232

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

③ ＜ 56,309,984 ＞ の内数 ＜ 82,890,000 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

190,337 189,646

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

64,203 65,304

733,177 601,052

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

556,390,537 617,178,079

＜ 427,530,453 ＞ の内数 ＜ 883,688,981 ＞ の内数

一般会計
資源エネルギー
庁

3,932,909

一般会計
資源エネルギー
庁

349,301,793 498,772,334

一般会計
資源エネルギー
庁

162,200,207 164,182,980

一般会計
資源エネルギー
庁

32,737,617

燃料安定供給対策費

事務取扱費 電源利用対策に必要な経費

石油・天然ガス・石炭の安定供給確
保に必要な経費

エネルギー需給構造高度化対策
費

エネルギー源の多様化等に必要な経
費

エネルギー需給構造高度化対策
費

脱炭素成長型経済構造移行費用の財
源のエネルギー対策特別会計エネル
ギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

一般会計

特別会計

独立行政法人エネルギー・金属
鉱物資源機構運営費

 独立行政法人エネルギー・金属鉱
物資源機構運営費交付金に必要な経
費

石油石炭税財源燃料安定供給対
策及エネルギー需給構造高度化
対策費エネルギー対策特別会計
へ繰入

石油石炭税財源の燃料安定供給対策
及エネルギー需給構造高度化対策に
係るエネルギー対策特別会計エネル
ギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

電源開発促進税財源電源立地対
策及電源利用対策費エネルギー
対策特別会計へ繰入

電源開発促進税財源の電源立地対策
及電源利用対策に係るエネルギー対
策特別会計電源開発促進勘定へ繰入
れに必要な経費

政策評価の対象と
なっているもの

小　計

脱炭素成長型経済構造移行推進
エネルギー対策特別会計へ繰入

脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進に
必要な経費

事務取扱費 電源立地対策に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進に
必要な経費

電源立地対策費 電源立地対策に必要な経費

電源利用対策費 電源利用対策に必要な経費

予算科目

Ⅵ．資源エネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長型経済構造への
円滑な移行の推進

鉱物資源安定供給確保費
鉱物資源の安定供給の確保に必要な
経費

省エネルギーの推進に必要な経費

エネルギー需給構造高度化対策
費

温暖化対策に必要な経費

(千円）

他に記載のある
個別票の番号

予算額

６年度
当初予算額

７年度
概算要求額

項 事項
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エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 129,242,025 ＞ の内数 ＜ 125,997,821 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 41,000,000 ＞ の内数 ＜ 40,000,000 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

④ ＜ 36,408,382 ＞ の内数 ＜ 56,656,847 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

④ ＜ 115,550,000 ＞ の内数 ＜ 52,900,000 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 56,309,984 ＞ の内数 ＜ 8,289,000 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

7 8

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 10,869 ＞ の内数 ＜ 20,620 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

1,491,099,273 1,486,897,441

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 59,548,280 ＞ の内数 ＜ 63,690,807 ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 120,000,000 ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

エネルギー対策
特別会計

原子力損害賠償
支援勘定

12,599,061,993 12,153,493,482

515,434,909 695,692,931

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

14,090,161,273 13,640,390,931

＜ 558,069,540 ＞ の内数 ＜ 347,555,095 ＞ の内数

516,168,086 696,293,983

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

14,646,551,810 14,257,569,010

＜ 985,599,993 ＞ の内数 ＜ 1,231,244,076 ＞ の内数

脱炭素成長型経済構造移行推進機構
出資に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
機構出資

独立行政法人エネルギー・金属鉱物
資源機構運営費交付金に必要な経費

融通証券等事務取扱費一般会計
へ繰入

融通証券等事務取扱費の財源の一般
会計へ繰入れに必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
公債事務取扱費一般会計へ繰入

脱炭素成長型経済構造移行推進に係
る公債事務取扱費の財源の一般会計
へ繰入れに必要な経費

国債整理基金特別会計へ繰入
国債整理基金特別会計へ繰入れに必
要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進に係
る国債整理基金特別会計へ繰入れに
必要な経費

国債整理基金特別会計へ繰入
国債整理基金特別会計へ繰入れに必
要な経費

国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構運
営費

国立研究開発法人新エネルギー・産
業技術総合開発機構運営費交付金に
必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構運
営費

脱炭素成長型経済構造移行推進に係
る国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構運営費交付金
に必要な経費

独立行政法人エネルギー・金属
鉱物資源機構出資

独立行政法人エネルギー・金属鉱物
資源機構出資に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
電源開発促進勘定へ繰入

脱炭素成長型経済構造移行費用の財
源の電源開発促進勘定へ繰入れに必
要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推進
国債整理基金特別会計へ繰入

独立行政法人エネルギー・金属
鉱物資源機構運営費

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

小　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

合　計



　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑦

会計 組織／勘定

一般会計 中小企業庁 63,876,241 81,319,751

東日本大震災復
興特別会計

① ＜ 400,000 ＞ の内数 ＜ 200,773 ＞ の内数

東日本大震災復
興特別会計

① ＜ 917,017 ＞ の内数 ＜ 1,101,738 ＞ の内数

63,876,241 81,319,751

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,317,017 ＞ の内数 ＜ 1,302,511 ＞ の内数

一般会計 中小企業庁 22,010,000 22,064,226

東日本大震災復
興特別会計

① ＜ 184,736 ＞ の内数 ＜ 298,288 ＞ の内数

22,010,000 22,064,226

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 184,736 ＞ の内数 ＜ 298,288 ＞ の内数

85,886,241 103,383,977

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 1,501,753 ＞ の内数 ＜ 1,600,799 ＞ の内数

合　計

一般会計

特別会計

中小企業政策推進費 中小企業政策の推進に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

中小企業政策の推進に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興事業費

中小企業政策の推進に必要な経費

予算額

項 事項
６年度

当初予算額
７年度

概算要求額

(千円）
Ⅶ．中小企業の発展

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

政策評価の対象と
なっているもの

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人中小企業基盤整備
機構運営費

独立行政法人中小企業基盤整備機構
運営費交付金に必要な経費

小　計

一般会計

特別会計

東日本大震災復興独立行政法人
中小企業基盤整備機構運営費

東日本大震災復興に係る独立行政法
人中小企業基盤整備機構運営費交付


